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佐久市いじめ問題対策連絡協議会における 

「佐久市いじめ防止等のための基本的な方針（改定案）」に対する意見報告書 

 

１ 「いじめ防止等の目指す方向」、「いじめ防止等に対する考え方」について 

番号 箇所 協議会意見 市教育委員会対応方針（案） 

１ ３ページ 

Ⅰ・１・（４） 

「いじめを訴えやすい体制」とあ

るが、体制より環境の方が分か

りやすいのでは。 

・下記のように変更します。 

（４）いじめの認知 

～大人が児童生徒との信頼関係

を築き、いじめを訴えやすい体制

となるよう努める必要があります。 

⇓  

（４）いじめの認知 

～大人が児童生徒との信頼関係

を築き、いじめを訴えやすい環

境、訴えを受け止められる体制と

なるよう努める必要があります。 

※体制として必要なのは、訴えを

受け止められる体制であることか

ら文言を一部追加しました。 

２  ５ページ 

Ⅰ・２ 

目指す方向について、鍵括弧は

な く て も い い の で は 、 ま た 、

「何々します。」言い切っている

ので「。」を付ける方がよいので

は。 

・ご指摘のとおり変更します。 

３ ５ページ 

Ⅰ・２・① 

いじめの未然防止に「自他の生

命を尊重し」とありますが、生命

より、存在や人格、人権と言っ

た方がしっくりくると感じるが。 

・下記のように変更します。 

①いじめの未然防止 

「すべての児童生徒が、いじめを

許さず、自他の生命を尊重し、自

己肯定感や他者への思いやりを

持つことができる豊かな心を育み

ます」 

⇓  

①いじめの未然防止 

すべての児童生徒が、いじめを許

さず、自他ともに尊重し、自己肯定

感や他者への思いやりを持つこと

ができる豊かな心を育みます。 

※生命にかかわるいじめ事案もあ

ったことから、生命という文言を入
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れましたが、生命だけでなく、その

人の人権や人格といったものを尊

重することも大切であると考え、限

定せず、存在そのものとして捉え

られるよう、「自他ともに尊重」とし

ました。なお、この文言は、県の「い

じめ防止等の対策の目指す方向」

でも使われている文言です。 

４ ５ページ 

Ⅰ・２・② 

「受け止めるとともに、心を育み

ます。」となっているが、これは

逆の方がいいのでは。心を育ん

だものを我々が全力で受け止

める方が自然だと思うが。 

下記のように変更します。 

③適切な対応 

「児童生徒のサインやSOSを見逃

さずに受け止めるとともに、悲しい

とき辛いときにSOSが出せる心を

育みます」 

⇓  

① いじめの未然防止 

児童生徒自身が抱えきれない悩

みを SOS として出せる心を育む

とともに、児童生徒のサインや

SOS を見逃さずに受け止めます。 

※ご指摘のように、心を育んだ上

で、受け止めるという文章に変更

しました。また、番号１０のご意見に

おいて、いじめの相談をしたいと

きの感情は、必ずしも辛い、悲し

いだけではないとのご指摘がござ

いました。このことも踏まえ、感情

を限定せず、そういった様々な感

情を呼び起こす原因である「抱え

きれない悩み」に文言を変更しま

した。 
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５ ５ページ 

Ⅰ・3・

（１）・ア 

「児童生徒に『いじめは絶対に

許さない』、『いじめは卑劣であ

る』」という記載があり、それは

その通りではあるが、暴行や傷

害、恐喝になるような、大人なら

逮捕されるような事象も含まれ

ると考える、そういうことをあえ

て言及した方がいいのでは。 

いじめという言葉では済まされ

ない、犯罪ということをどこかに

入れられないか。 

柔らかく書く部分と、強く書く部

分のメリハリがあってもいいの

では。 

・2 ページの（3）いじめの態様に

下記の文章を追加します。 

（3）いじめの態様 

具体的ないじめの態様は次のよう

なものがあります。 

・冷やかしやからかい、悪口や脅し

文句、嫌なことを言われる。～ 

（国の「いじめの防止等のための

基本的な方針」から） 

いじめの態様はこのように多様

であるとともに、中には犯罪行為と

して取り扱われるべきと認められ、

直ちに警察に相談することが必要

なものあります。 

また、これらのいじめは、人の目

に付かないように隠れて行われる

ことが多く、また、大人や他の人か

らは分かりにくかったり、一見ふざ

け合いや、些細なトラブルと捉えら

れ見逃されてしまうことがあります

～ 

※（3）いじめの態様は、国の基本

的方針の内容を参照しております

が、国の方針の中には、これらの

いじめの中には「犯罪行為として

取り扱われるべき～」という記載

がございます。それらも参酌して、

定義の時点で、「犯罪行為」、「警

察に」との文言を入れました。 

６ ５ページ 

Ⅰ・３・

（１）・イ 

下段から 

６ページ 

「自己有用感」と「自己肯定感」

という言葉について、使い分け

ていると思うが、一般の方が読

んでいて違いが分かるか。 

・説明が必要であったり、分かりに

くい文言等には、注釈をつけるよ

うに致します。 
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７ ５ページ 

Ⅰ・３・（１） 

未然防止には、リスクマネジメ

ントの事ばかりを言及するので

はなく、いじめが起き得ないよ

うな、子ども同士がやさしく、楽

しく関わり合えるような、遊びな

どを大切にした環境づくりが大

切では。 

・下記のように 3・（1）いじめの未

然防止に、エを追加します。 

エ 全ての児童生徒が、互いに安

心して楽しく、学習だけでなく、遊

びや、課外活動、部活動などの活

動に取り組めるよう教職員の資質

の向上に努めます。 

※ご指摘の通り、学習だけでなく、

遊びや課外活動などをとおして、

思いやりの心を育むことができる

よう、教職員の資質の向上に努め

ていくとの文言を追加します。 

８ ６ページ 

Ⅰ・３・

（１）・ウ 

「互いに理解し合い」という文言

は、「互いに理解する」か、「理

解し合い」にしないと「馬に乗

馬」と同じで、同じ意味を重ね

ているので修正が必要。  

・下記のように変更します。 

ウ 全ての児童生徒が～ 、集団と

関わりながら、互いに理解し合い、

ともに学習や活動に打ち込めるよ

う取り組みます。 

      ⇓ 

ウ 全ての児童生徒が～ 、集団と

関わりながら、互いを理解し、とも

に学習や活動に打ち込めるよう取

り組みます。 

９ ６ページ 

Ⅰ・３・

（２）・ア 

「いじめを積極的に発見できる

よう」とあるが、確かに考え方と

してはいいのですが、いじめと

いうマイナスな言葉と、積極的

というプラスの言葉に少し違和

感がある。 

・下記のように変更します。 

ア いじめは～児童生徒の些細な

変化やサイン、SOS を見逃さずに

受け止め、いじめを積極的に発見

できるよう取り組みます。 

      ⇓ 

ア いじめは～児童生徒の些細な

変化やサイン、SOS を見逃さずに

受け止め、いじめを軽視したりす

ることなく、積極的に認知できるよ

う取り組みます。 

※いじめの認知も含め広い意味

で、いじめを積極的に発見として

いましたが、ご指摘の通り、いじめ

の存在を肯定するニュアンスも感

じられてしまうので、あくまでも、

いじめの認知を積極的に行うとい

う文章に変更しました。 
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１０ ６ページ 

Ⅰ・３・

（2）・ウ 

「児童生徒自身が、悲しいとき、

辛いときに、自分の気持ちを誰

かに相談」とありますが、相談

するのは悲しいときや、辛いと

きだけではなくて、悔しいとか、

怒りたい、そういうときも相談し

てよく、そちらも見て欲しいとい

う思いがある。適切な言葉に変

えてもらった方がいいのではと

感じる。ネガティブな感情を自

分ではどうしようもできないも

のを相談できればといいと思

う。 

例えば、「児童生徒自身の抱え

きれない悩みなどを」といった

感じではどうか。 

・下記のように変更します。 

ウ 児童生徒自身が、悲しいとき、

辛いときに、自分の気持ちを誰か

に「相談できる」、「相談してもい

い」という SOS を発信でき～ 

         ⇓ 

ウ 児童生徒自身が、抱えきれな

い悩みを誰かに「相談できる」、

「相談してもいい」という SOS を

発信できる力を～ 

※ご指摘の通り、自分を追い込ん

でしまう感情は様々なものがある

ことから、感情を悲しい、つらいに

限定せず、様々な感情を呼び起こ

す原因である「抱えきれない悩み」

に文言を変更しました。 

１１ ６ページ 

Ⅰ・３・（３） 

 

適切な対応について、３ページ

の言葉の定義の中では解消と

いう言葉が出てきますが、５ペ

ージ以降の考え方の部分で解

消という言葉が出てこない。最

終的に目指すのは解消だと思

うので、適切な対応に解消とい

う文言が入るべきだと考える

が。 

・下記のように変更します。 

イ 学校でいじめ～、学校全体で、

対応方針について共通理解を図

った上で、適切な組織対応ができ

るよう取り組みます。 

         ⇓ 

イ 学校でいじめ～、学校全体で、

対応方針について共通理解を図

った上で、いじめの解消、再発防

止に向けた適切な組織対応がで

きるよう取り組みます。 

※対応の目的は、いじめの解消で

あり、再発の防止であることから

文言を変更しました。 

１２ 

 

７ページ 

I・3・（3）・

イ・ウ 

状況によっては、スクールカウ

ンセラーやスクールソーシャル

ワーカーとの連携も考えていた

だきたい。 

・スクールソーシャルワーカー、ス

クールカウンセラーは市教育委員

会、各学校に派遣をされているも

のであることから、外部機関では

なく、この文章の主体側となります

ので、文言の変更は致しません。

ただし、実際の取組として、スクー

ルソーシャルワーカー、スクールカ

ウンセラー、市費でいえばスクール

メンタルアドバイザー（教育相談
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員）などとの連携はいじめ対応で

は、必須であると考えており、その

連携については、教育委員会の取

組として１２ページに、学校の取組

として１６ページなどに記載してお

ります。 

１３ ７ページ 

I・3・（3）・

ウ 

「状況によっては」とあります

が、この判断の主体があいまい

なので、例えば市教委と学校が

一体となってというような記載

はできないか。 

・下記のように変更します。 

ウ 学校での取組～連携に努める

とともに、状況によっては、医療機

関、児童相談所、警察、弁護士、地

方法務局等の関係機関との適切

な連携を図ります。 

          ⇓ 

ウ 学校での取組～連携に努める

とともに、事案によっては、市教育

委員会と学校が一体となり、医療

機関、児童相談所、警察、弁護士、

地方法務局等の関係機関との適

切な連携を図ります。 

※佐久市としての考え方を示して

いるので、この文章の主体は佐久

市となりますが、ご指摘の通り、で

は佐久市のだれがとなると、市教

育委員会と学校がとなりますの

で、このように文言を変更しまし

た。また状況というのは、何の状況

なのか捉えにくく、実際はいじめの

事案ごとに判断をすることから、状

況を事案に変更しました。 

１４ ７ページ 

Ⅰ・３・（３） 

・エ 

エの加害児童生徒に対する対

応に、加害児童生徒の保護者

への対応の観点も入れるべき

では。 

・下記のように変更します。 

エ いじめをした加害児童生徒に

ついても、人格の成長を願い、自

分の行ったいじめという行為と向

き合い、相手がどんな気持ちだっ

たのか考えさせるなど、教育的配

慮の下、丁寧な対応、指導を行い

ます。 

          ⇓（次ページ） 

       

１５ ７ページ 

I・3・（3）・

エ 

「人格の成長を願い」とあるが、

処罰とかそういうことではなくと

いう意味を込めているんだと思

いますが、漠然としているので、

もう少し適切な言葉にしていた

だきたい。 
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１６ ７ページ 

I・3・（3）・

エ 

 

「相手がどんな気持ちだったの

か考えさせる」という表現が、上

から目線な感じする。加害児童

生徒がどうしてそういうことをし

たのか、相手の気持ちが分から

ないからそういうことをしてしま

うということもあるので、この部

分はもう少し丁寧に書いてもら

いたい。 

 自発的に相手の気持ちが考え

られるようにできればいいと思

うが。 

エ いじめをした加害児童生徒に

ついては、教育的配慮の下、その

健やかな育ちを支えるために、い

じめをした事実を振り返り、相手

の気持ちが十分に理解できるよう

な指導に努めるとともに、加害児

童生徒の保護者の理解と協力を

得ることで、より効果的・継続的な

支援による再発防止等に取り組み

ます。 

※加害児童生徒の保護者に理解

していただき、協力を得ていくこと

は、成育歴を踏まえた支援という

点でも非常に重要であることか

ら、その視点を追加しました。 

 また、文言等、分かりやすくした

上で、加害児童生徒への指導・支

援の目的は、いじめをやめさせた

上で、同じ過ちを犯さないことだと

考え、再発防止の文言を追加しま

した。 

１７ ７ページ 

I・3・（3）・

エ 

 

いじめをした加害児童生徒の

成育歴というものは、無視でき

ないと思う。その子がどういう

形で育てられてきたかというこ

とも含めた上で、子どもと一緒

に考えないといけないと思う

が。 

１８ ７ページ 

I・3・（3）・

エ 

「加害児童生徒についても」の

「も」の部分が、付け足しや、違

う視点から見ている感じがする

が。 

１９ ページ指

定なし 

 

現場では、いじめを受けていた

子が、それが解決したら今度

は、いじめる側になる。いじめ

の逆転現象といった視点も、持

っておく必要があるのでは。 

・本視点については、１ページの

「はじめに」において、「とりわけ、

嫌がらせやいじわる等の「暴力を

伴わないいじめ」は、多くの子ども

が入れ替わりながら被害も加害も

経験している現実があります。」と

記載しております。また、ご指摘も

踏まえ、７ページ I ・３・（３）に、こ

のような逆転現象も念頭に、再発

防止という文言を記載しました。 

２０ 全体 幅広く、色々なことが書き込ま

れている方針になるので、でき

れば前書きの部分で見出しとし

て、例えば、加害児童生徒の対

応は、どこ書かれているといっ

たように、分かりやすくするよう

に工夫をお願いしたい。 

・最終版において、索引を整理さ

せていただきます。 
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２ 「具体的な取組について」について 

番号 箇所 協議会意見 市教育委員会対応方針（案） 

２１ １１ページ 

Ⅱ・２・（1） 

ＣＡＰプログラムという子どもへ

の暴力防止プログラムがあり、

チャイルドラインでは毎年それ

を学んでおいる。このプログラ

ムを親も学ぶと、子どもがどん

な問題を抱えているのか分った

り、対応する時も言葉を選ぶな

ど、専門的な対応が出来るよう

になる。コストがかかるようだ

が、是非佐久市でも全校で取り

組めないか。 

・長野県内には、校内研修におい

て CAP プログラムに取り組んで

いる学校もあるとお聞きしており

ます。そういった情報も参考にし、

今後、いじめ問題担当者会議など

において研修で取り扱えないか検

討できればと考えております。 

２２ １３ページ 

Ⅱ・３・（3） 

弁護士会でもいじめ予防事業

というものを行っている。年間２

校程度、佐久地域で希望校を

対象に行っており、今年は高瀬

小で実施した。人権に関する話

や、事例を基にしたワークショッ

プなどを行っており、子ども達

や先生には、ある程度のインパ

クトは与えられるプログラムに

なっているのでぜひ活用してい

ただきたい。 

・下記内容を、１４ページ「ウ 人権

同和教育、福祉教育の充実」に追

記します。 

・長野県弁護士会が実施する「い

じめ予防事業」の活用 

※実際に行われている事業となり

ますので追記させていただきま

す。 

２３ １８ページ 

Ⅱ・３・（5） 

信頼関係の構築の所に、「保護

者の「いたみ」を自分の「いた

み」として対応する。」とあります

が、非常にありがたくその様な

思いでいただければと思うが、

少し言葉が強く感じる。そこま

で重くなくてもいいかと思うが。 

「保護者の思いをくみ取りや共

感し」でもいいのでは。 

 

 

 

 

 

 

 

・下記のように変更します。 

→傾聴の姿勢を大切にし、保護者

の「いたみ」を自分の「いたみ」とし

て対応する。 

          ⇓ 

→傾聴の姿勢を大切にし、保護者

の思いをくみ取り共感する。 

※ご指摘のとおり、少し言葉が強

いかと感じますので、文言を変更

しました。 
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２４ ２０ページ 

Ⅱ・４ 

重大事態への対応について、法

律で定める、重大事態の被害

児童の欠席期間の目安が年間

３０日となっていますが、批判的

な見方で見れば、この３０日と

いうのは、1 年経たないと分か

らない。欲を言えば、1 週間休

んでいるとかそういった時点

で、しっかり介入できるような作

りにできないか。 

・国の基本的な方針で定められて

いる目安であるため、記載自体は

変更しない方向で考えておりま

す。原則学校は欠席が続いた場

合、いじめを要因としたものに限

らず、不登校傾向ということで、ま

ずは面談をするなど、その原因を

調べており、その中で、対応に着

手しています。この３０日は、あくま

でもいじめの重大事案と判断する

かの目安として国が示したもので

あり、この日数を超えないと対応し

ないというわけではありませんし、

例え欠席が短期間であっても、但

し書きにあるように、迅速に調査

する義務は学校にございます。 

２５ ２５ページ 

別表２ 

学校におけるフロー図のようだ

が分かりにくく感じる。学校で

活用できるような形にしてもら

いたい。 

・別表２のフロー図は廃止し、新た

に作成したフロー図（別表２：通常

のいじめ対応バージョン、別表３イ

ンターネットいじめ対応バージョ

ン）としました。 

・また、別表１については、学校で

定める「学校いじめ防止等のため

の基本的な方針」の項目例や、学

校で設置する組織のイメージを掲

載し、学校現場が参考とできるも

のに変更しました。 

２６ ２５ページ 

別表２ 

２５ページの別表２の中にも、ス

クールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーが入っても

いいのではないかと思う。また、

学校評議員というのは、佐久市

の場合はないと思うので、適切

な言葉に直していただきたい。 

・新たな別表２、３を作成し文言等

修正するとともに、対応チームによ

る対応協議の中にスクールカウン

セラー、スクールソーシャルワーカ

ーとの連携を記載しました。 

３ その他 

番号 箇所 協議会意見 市教育委員会対応方針（案） 

２７ １１、１２、 

１６ページ 

 

名称の変更 

※委員の皆様からのご意見で

はありません。 

令和６年度からスクールメンタル

アドバイザーの名称を教育相談員

に変更することに伴い修正しまし

た。 



 

 

佐久市 

いじめ防止等のための基本的な方針 

 

（改定案） 

協議会意⾒反映版 

 

 

 

 

 

令和６年 月 改定 

佐 久 市 

佐久市教育委員会 

資料 ２ 



 

 

目  次 

 

はじめに .............................................................................. 1 

Ｉ いじめの防止等のための対策の基本的な方向 ............. 2 

１ いじめとは ................................................................. 2 

２ いじめ防止等の目指す方向 ....................................... 5 

３ いじめ防止等に対する考え方 .................................... 5 

Ⅱ いじめの防止等のための対策 ...................................... 8 

１ 佐久市の取組 ............................................................. 8 

２ 佐久市教育委員会の取組 ......................................... 11 

３ 学校の取組 ............................................................... 13 

４ 重大事態への対応 .................................................... 20 

 

 



1 

 

はじめに 

  

いじめは、いじめを受けた児童生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心

身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又

は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものであり、絶対に許されるもので

はありません。 

また、いじめは、どの子どもにも、どの学校でも、どの集団でも、起こりうるもので

あり、とりわけ、嫌がらせやいじわる等の「暴力を伴わないいじめ」は、多くの子ども

が入れ替わりながら被害も加害も経験している現実があります。 

加えて、いじめの加害・被害という二者関係だけでなく、いじめをはやし立てたり

面白がったりする存在や、傍観者として見て見ぬふりをする存在も、いじめを深刻

化させるとともに、それぞれの立場となった全ての子ども達の心身の健全な発達の

大きな妨げとなります。 

 

そこで、佐久市では、子どもの権利が理解、尊重されるとともに、全ての子どもが

健やかに成長し、安心して学ぶことができる環境をつくることが、社会全体の責務

と捉え、「いじめは絶対に許さない」という強い決意の下、市、市教育委員会、学

校、保護者、地域及び関係機関がそれぞれの役割とその責任を自覚し、以下のと

おりいじめの根絶に向けた取組を進めてまいりました。 

 

平成２６年 佐久市「いじめ防止等のための基本的な方針」を策定 

令和元年  佐久市「いじめ防止等のための基本的な方針」の一部改訂 

令和５年  「佐久市こどもの権利条例」（令和5年佐久市条例第16号）を制定 

令和5年  「佐久市いじめから子どもを守る条例」（令和5年佐久市条例第１５

号）を制定 

 

 こうしたことから、佐久市は、子どもを取り巻く社会情勢の変化や今日までの取

組、本年３月に「佐久市こどもの権利条例」及び「佐久市いじめから子どもを守る

条例」が制定されたこと等を踏まえ、基本的な方針について、その内容のアップデ

ートを図るとともに、よりきめ細やかな対応に努めるため、「いじめ防止対策推進

法」（平成25年法律第71号 以下「法」という。）第12条※に基づく「佐久市いじめ

防止等のための基本的な方針（以下「市基本方針」という）」を改定します。 

 

※いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号） 

  （地方いじめ防止基本方針） 

  第十二条 地方公共団体は、いじめ防止基本方針を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体におけるいじめの防

止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針（以下「地方いじめ防止基本方針」という。）を定

めるよう努めるものとする。 
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Ｉ いじめの防止等のための対策の基本的な方向 

１ いじめとは 

（１） いじめの定義 

     法第 2 条において、次のように定義されています。 

 

 

  

 

 

 

（２） 市基本方針における学校の範囲 

     市基本方針における「学校」の範囲は、「佐久市学校設置条例」（平成 17 年

条例第 195 号）に規定する佐久市立の小中学校とします。 

（３） いじめの態様 

     具体的ないじめの態様は次のようなものがあります。 

     ・冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる。 

     ・仲間はずれ、集団による無視をされる。 

     ・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする。 

     ・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする。 

     ・金品をたかられる。 

     ・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。 

     ・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。 

     ・パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる。  等 

      （国の「いじめの防止等のための基本的な方針」から） 

いじめの態様はこのように多様であるとともに、中には犯罪行為として取り扱

われるべきと認められ、直ちに警察に相談することが必要なものもあります。 

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍して

いる等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は

物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）

であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの

をいう。 
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また、これらのいじめは、人の目に付かないように隠れて行われることが多く、

また、大人や他の人からは分かりにくかったり、一見ふざけ合いや、些細なトラブ

ルと捉えられ見逃されてしまうことがあります。 

しかし、このようないじめを見逃してしまうと、繰り返されたり、より内容がエ 

スカレートしたり、複数人からのいじめに発展するといったこともあり、子ども達

の様子や、些細なサイン・SOS をどう受け取り対応していくかが非常に重要とな

っています。 

 

（4） いじめの認知 

  個々の行為が「いじめ」に当たるのかどうかの判断は、いじめられた児童生徒

の立場に立ち、本人や周辺の状況を客観的に確認するなどして、複数の者で行

う必要があります。 

そのため、いじめられた児童生徒の気持ちに寄り添い、些細なけんかやふざけ

合いであっても軽視せずに、いじめの可能性のある現象について広く認知の対

象とすることが必要です。その際、「いじめ」という言葉でくくることなく、具体的

な行為と児童生徒の気持ちを結び付けることが重要です。 

また、いじめを受けた児童生徒や周辺の児童生徒に、いじめに気付いたり、相

談したりする力、特に自分が辛いとき、悲しいときに SOS を出す力を育むととも

に、大人が児童生徒との信頼関係を築き、いじめを訴えやすい環境、訴えを受け

止められる体制となるよう努める必要があります。 

 

（5） いじめが解消している状態の定義 

いじめは、単に加害者の謝罪をもって安易に解消とすることはできません。い

じめが「解消している」状態とは、少なくとも次の２つの要件が満たされている必

要があります。 

ア いじめに係る行為が止んでいること 

被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを 

通じて行われるものを含む。）が止んでいる状態が相当の期間継続しているこ

と。この相当の期間とは、少なくとも３か月を目安とする。ただし、いじめの被害

の重大性等から、さらに長期の期間が必要であると判断される場合は、この目
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安にかかわらず、学校の設置者又は学校のいじめ対策組織の判断に基づき、

より長期の期間を設定するものとする。 

イ 被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと 

いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害児

童生徒がいじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。被

害児童生徒本人及びその保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうか

を面談等により確認する。 

      （国の「いじめの防止等のための基本的な方針」から抜粋） 

 

（６） いじめの背景 

   いじめには、多様な背景、要因が考えられますが、例えば、次のような状況が

挙げられます。 

  ア 児童生徒相互の人間関係の難しさや、教職員・保護者等と信頼関係がうま

く築けず自己肯定感が育ちにくい。また、授業をはじめとする教育活動によっ

て、満足感や達成感を十分に味わえない。 

  イ 新型コロナウイルス感染症によるパンデミック※などの影響により、異年齢で

遊んだり、地域の行事や活動に参加する機会が大きく減少し、社会性や協調

性が育ちにくい。 

  ウ 様々な人との心のふれあいの時間の減少や、基本的な生活習慣の形成不

足などにより、相手を思いやる気持ちや、「いじめを絶対に許さない」といった

規範意識が育ちにくい。 

  エ パソコンやスマートフォン、ゲーム機など様々な情報端末（メディア機器）の

発達により、SNS※等を通して様々な相手と顔を見ることなく簡単にコミュニケ

ーションが取ることができるとともに、匿名による書込みも可能であり、誹謗中

傷など相手の気持ちを考えない嫌がらせが起こりやすくなっている。 

  上記のような状況もいじめの要因として捉え、いじめの早期発見、早期対応に

努めることはもとより、児童生徒を取り巻く社会環境・状況の変化にも注視し、未

然防止の取組を進める必要があります。 

※パンデミック：感染症の世界的大流行 

※ＳＮＳ：ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking Service）の略で、登録された利用者同士が交流できる 

Web サイトの会員制サービスのこと 
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２ いじめ防止等の目指す方向 

   ①いじめの未然防止 

 

 

    ②いじめの早期発見 

 

 

    ③適切な対応 

 

 

 

３ いじめ防止等に対する考え方 

（１） いじめの未然防止 

いじめは、どの子どもにも、どの学校でも起こりうることであり、全ての児童生

徒、教職員に関係する問題です。全ての児童生徒が安心・安全な学校生活を送

ることができるよう、次の視点を大切にして、いじめの未然防止に取り組みます。 

ア 児童生徒に「いじめを絶対に許さない」、「いじめは卑劣である」、「いじめ

られてよい子は一人もいない」といったことや、自分の命も他の人の命も、と

もに尊く、かけがえのない大切なものであることについて理解を促します。 

イ 全ての児童生徒が、仲間とともに学校生活を作り上げていく中で、それぞ

れの子どもの良さが輝き、充実感や自己有用感※が持てるよう教育活動を

展開するとともに、自己肯定感※を育むことにより、不安やストレスに適切に

対処できる力を育成します。 

すべての児童生徒が、いじめを許さず、自他ともに尊重し、自己肯定感や他者

への思いやりを持つことができる豊かな心を育みます。 

児童生徒自身が抱えきれない悩みを SOS として出せる心を育むとともに、児

童生徒のサインや SOS を見逃さずに受け止めます。 

いじめが起きたときは、児童生徒の心身の安全を第一に、児童生徒の気持ちに

寄り添い、関係者が連携して組織的に対応します。 

※自己有用感：「人の役に立った」「人から感謝された」「人から認められた」など、自分と他者（集団や社会）との関係を 

  自他共に肯定的に受け入れることで生まれる、自己に対する肯定的な評価のこと 

※自己肯定感：ありのままの自分を肯定する感覚のこと 
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ウ 全ての児童生徒が、他者に対して思いやりや、気遣いの心を持ち、様々な

人や、集団と関わりながら、互いを理解し、ともに学習や活動に打ち込める

よう取り組みます。 

エ 全ての児童生徒が、互いに安心して楽しく、学習だけでなく、遊びや、課外

活動、部活動などの活動に取り組めるよう教職員の資質の向上に努めま

す。 

（2） いじめの早期発見 

   学校、家庭、地域の大人が連携していじめを見逃さないことが大切であり、い

じめが起きてしまったときに少しでも早く発見ができるよう、次の視点を大切にし

て、いじめの早期発見に取り組みます。 

   ア いじめは人の目に付かないように行われたり、一見、いじめに見えなかっ

たりするなど、分かりにくく見えにくいことを理解した上で、児童生徒の些細

な変化やサイン、SOS を見逃さずに受け止め、いじめを軽視したりすること

なく、積極的に認知できるよう取り組みます。 

   イ 児童生徒の変化やサイン、ＳＯＳを逃さずに受け止めるためには、教職員と

児童生徒及び保護者との信頼関係が築かれていることが重要であり、普段

からお互いに相談しやすく、また連携がとれる関係づくりに取り組みます。 

   ウ 児童生徒自身が、抱えきれない悩みを誰かに「相談できる」、「相談しても

いい」という SOS を発信できる力を育むことが重要であることから、SOS

の出し方に関する教育を推進するとともに、その SOS 受け皿となる学校で

のアンケートの実施や、相談窓口の周知、対応の充実に取り組みます。 

（3） 適切な対応      

   実際にいじめが発生し、発見した場合に、速やかに対応ができるよう、次の視

点を大切にして、適切な対応に取り組みます。 

   ア いじめが起きた場合には、まず、いじめられた児童生徒の心身の安全を第

一に考え、被害児童生徒を徹底して守ります。 
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   イ 学校でいじめが発見された場合には、教職員が一人で抱え込まず、速や

かに組織的に対応することが重要であることから、そのための対応マニュア

ルなどを作成するとともに、学校全体で、対応方針について共通理解を図っ

た上で、いじめの解消、再発防止に向けた適切な組織対応ができるよう取

り組みます。 

   ウ 学校での取組や指導をより効果的にしていくためには、保護者の理解と協

力が欠かせないことから、保護者との信頼関係の構築や連携に努めるとと

もに、事案によっては、市教育委員会と学校が一体となり、医療機関、児童

相談所、警察、弁護士、地方法務局等の関係機関との適切な連携を図りま

す。 

   エ いじめをした加害児童生徒については、教育的配慮の下、その健やかな

育ちを支えるため、いじめをした事実を振り返り、相手の気持ちが十分に理

解できるような指導に努めるとともに、加害児童生徒の保護者の理解と協

力を得ることで、より効果的・継続的な支援による再発防止等に取り組みま

す。 
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Ⅱ いじめの防止等のための対策 

１ 佐久市の取組 

（1） 関係条例の制定 

令和５年３月に「佐久市こどもの権利条例」（令和５年佐久市条例第１６号）、 

「佐久市いじめから子どもを守る条例」（令和５年佐久市条例第１５号）をそれぞ

れ制定し、全市一丸となっていじめから子どもを守っていくこととしています。下

記に条例の一部を抜粋して掲載します。 

 

    

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（こどもの持つ権利） 

第４条 こどもは、児童の権利に関する条約の考えに基づき、生まれたときから権利を持つ人

として、大切に守られなければならない。 

２ 市、保護者、市民及び育ち学ぶ施設の関係者は、こどもが健やかに成長していくため

に次に掲げる権利を尊重するものとする。 

(３) 守られる権利 こども自身が、自分若しくは家族の国籍、性別、出身、障がい又は家庭

の状況等を理由としたあらゆる差別及び不利益を受けることなく、虐待、いじめや暴力等

を受けずに、安心して生きていけること。また、困ったときやつらいときには、相談しやすい

環境の中で相談できる機会が与えられること。 

佐久市こどもの権利条例 

（基本理念） 

第３条 いじめの防止等のための対策は、いじめが全ての子どもに関係する問題であること

に鑑み、子どもが安心して学習その他の活動に取り組むことができるよう、学校の内外を問

わずいじめが行われなくなるようにすることを旨として行われなければならない。 

２ いじめの防止等のための対策は、全ての子どもがいじめを行わず、他の子どもに対して行

われるいじめを認識しながらこれを放置することがないようにするため、いじめが子どもの

心身に及ぼす影響その他のいじめの問題に関する子どもの理解を深めることを旨として行

われなければならない。 

 

佐久市いじめから子どもを守る条例 
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３ いじめの防止等のための対策は、いじめを受けた子どもの生命及び心身を保護するこ

とが特に重要であることを認識しつつ、市、教育委員会、学校、保護者、市民及び関係

機関等の連携の下、いじめの問題を克服することを目指して行われなければならない。 

（いじめの禁止） 

第４条 子どもは、いじめを行ってはならない。 

（市の責務） 

第５条 市は、第３条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、いじめの

防止等のために必要な施策を講じなければならない。 

（教育委員会の責務） 

第６条 教育委員会は、基本理念にのっとり、学校におけるいじめの防止等のために必要

な措置を講じなければならない。 

（学校及び学校の教職員の責務） 

第７条 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する子どもの保

護者、市民及び関係機関等との連携を図りつつ、学校全体でいじめの防止及び早期発

見に取り組むとともに、当該学校に在籍する子どもがいじめを受けていると思われると

きは、適切かつ迅速にこれに対処しなければならない。 

（保護者の責務） 

第８条 保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、その保護する

子どもがいじめを行うことのないよう、当該子どもに対し、規範意識を養うための指導そ

の他の必要な指導を行うよう努めるものとする。 

２ 保護者は、その監護する子どもがいじめを受けた場合には、適切に当該子どもをいじ

めから保護するものとする。 

３ 保護者は、市、教育委員会及び学校が講ずるいじめの防止等のための措置に協力す

るよう努めるものとする。 

（市民の役割） 

第９条 市民は、地域において子どもを見守り、声かけ等を行い、子どもが安心して生活す

ることができる環境をつくるよう努めるものとする。 

２ 市民は、いじめを発見し、又はいじめの疑いがあると認められる場合は、市、教育委員

会、学校又は関係機関等に情報を提供するよう努めるものとする。 
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（２） 組織の設置 

ア 市教育委員会では、以下の組織を設置し、いじめ防止のための対策に取り

組みます。 

      佐久市いじめ問題対策連絡協議会 

      根拠： 法第１４条第１項、いじめから子どもを守る条例第１０条 

      構成員： いじめ防止等に関係する行政機関の職員及び団体の代表者 

      任務： 協議会は、いじめの防止等に関係する機関及び団体の連絡調整を

行うとともに、当該機関及び団体の連携の推進並びにいじめの防止

等のための対策の推進に関し、市教育委員会の諮問に応じて調査

審議をする。 

      佐久市いじめ問題調査対策委員会 

根拠： 法第１４条第 3 項 

      構成員： 識見を有する者（弁護士、医師、学識経験者、心理や福祉の専門

家等） 

      任務：  委員会は、次に掲げる事項について、市教育委員会の諮問に応

じ、調査審議する。 

①いじめの防止等のための対策を実効的に行うための調査研究に

関すること。 

②法第２８条第１項に規定する重大事態に係る事実関係を明確に

するための調査に関すること。 

イ 市では、以下の組織を設置し、いじめ防止のための対策に取り組みます。 

      佐久市いじめ問題再調査委員会 

根拠： 法第３０条第２項 

      構成員： 識見を有する者（いじめ問題調査対策委員会とは重複しない） 

      任務： 委員会は、市長の諮問に応じ、法第２８条第１項の規定による重大

事態に係る調査の結果についての再調査を行うものとする。 
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２ 佐久市教育委員会の取組 

（1） いじめの未然防止 

  ア 教育活動の充実    

・ 教育相談員による学校訪問と支援会議への参加、情報 交換の実施 

   ・ 「佐久市いじめ不登校等担当者会」によるいじめ防止に関する情報共有と

啓発 

   ・ インターネット上のいじめの未然防止のため、「Saku Kids メディア 

Safety」※などと連携したメディア教育の推進 

  イ 研修の充実 

   ・ 「佐久市いじめ不登校等担当者会」における担当者研修の実施 

   ・ 発達障がい等、多様な特性を持つ児童生徒への理解と支援のため、教職

員の「インクルーシブ教育」への共通理解を図るとともに、特別支援教育に係

る研修の実施 

   ・ 教職員自身が互いの違いや多様性を認められる正しい人権意識を身に付

けるため、教職員人権同和教育研修の実施 

（２） いじめの早期発見 

ア 早期発見に向けた取組への支援 

   ・ 「Q-U」※又は、「学校環境適応感尺度（アセス）」※を用いた児童生徒理解

への支援  

   ・ １人１台タブレット端末を活用した、子ども SOS 相談フォーム「タッチ

（TOUCH）」の運用 

   ・ 中学生向け自殺予防啓発事業として、市保健師直通電話「陽だまりハート

ライン」設置 

   ・ 「チャイルドライン」※など多様な相談窓口との連携 

 

   

 

※Ｓａｋｕ Ｋｉｄｓメディア Ｓａｆｅｔｙ：佐久市ＰＴＡ連合会を中心に構成される、ネットやゲームといった電子メデ 

ィアとの上手な付き合い方について、啓発活動等を行う団体 

※Ｑ－Ｕ：学校生活における生徒個々の意欲や満足度、および学級集団の状態を測定する検査。不登校傾向やいじめ被害にあ

っている子どもの早期発見にも効果がある 

※学校環境適応感尺度（アセス）：子どもたちの学校における適応感を多面的に測定するためのアンケート。Ｑ－Ｕと同様

に、不登校傾向やいじめ被害にあっている子どもの早期発見にも効果がある 

※チャイルドライン：いじめや児童虐待など、悩みを持つ子どもからの相談に対し電話カウンセリングを行う活動 
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イ 相談体制の充実 

   ・ 「コスモス相談」※等の相談体制の整備及び周知 

・ スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの活用促進 

・ チャレンジ教室における、ふれあい登校支援活動と相談の連携  

ウ SOS の出し方に関する教育の推進 

   ・ 市の健康づくり推進課と連携し、中学校における保健師による自殺予防ミ

ニ講話の実施    

   ・ 中学校教職員を対象にしたゲートキーパー※研修の実施 

（3） 適切な対応 

  ア 学校における状況の把握と支援 

   ・ 毎月の「いじめ発見・対応等の報告」による各学校の状況の把握 

   ・ 深刻化、重大化の懸念がある事案について、市教育委員会指導主事の派

遣や支援会議への参加、助言の実施 

   ・ 必要に応じて、学校と連携した調査・対応の実施    

   ・ 教育相談員やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの派遣に

よる学校支援の実施 

   ・ 学校におけるいじめ対応フロー図（案）の作成、提供 【別表２】 

  イ インターネットや SNS によるいじめへの対応支援 

   ・ 「佐久市いじめ不登校等担当者会」における事例研修の実施 

   ・ 学校におけるインターネットいじめ対応フロー図（案）の作成、提供【別表３】 

   ・ インターネットや SNS 等への不適切な書き込み等が発見された場合の対

応への指導・助言 

  ウ いじめを受けた児童生徒の支援のための弾力的対応 

   ・ 必要に応じた「学校教育法」（昭和２２年法律第２６号）第 35 条第 1 項によ

る「出席停止措置」の検討 

   ・ 児童生徒の就学校の変更や学級編制替えの検討 

 ※コスモス相談：市教育委員会が実践している児童生徒の不登校・いじめ・就学などの諸問題や子育てに関する教育相談 

※ゲートキーパー：自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な

支援につなげ、見守る）を図ることができる者 



13 

 

（４） 家庭、地域との連携 

  ア 広報・啓発活動 

   ・ 保護者向けに子どもの自殺予防、悩んだ時の相談窓口等のチラシの配布 

   ・ 市民一人ひとりの人権意識の高揚を図るための、市民向け講座や人権・男

女共生フェスティバルなどの開催    

   ・ コミュニティスクール※等の仕組みを活用した、いじめを含む課題解決に向

けた取組の推進 

 （５） 関係機関、団体との連携 

  ア 設置組織の活用 

   ・ 必要に応じ、弁護士、医師、学識経験者、心理や福祉の専門家等により構

成される「佐久市いじめ問題調査対策委員会」の設置 

   ・ 「佐久市いじめ問題対策連絡協議会」による、関係機関及び団体との連携

の推進並びにいじめの防止等のための対策の推進に係る協議    

３ 学校の取組 

（1） 学校いじめ防止基本方針の策定 【別表１】 

   学校は、法第１３条の規定に基づき、市基本方針を参酌の上、その学校の実情

に応じた、当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方

針を定めます。 

   また、社会の変化や保護者、地域、児童生徒の声なども参考にし、適時見直し

を行います。   

（２） 学校におけるいじめの防止等の対策のための組織の設置    

 学校は、法第２２条の規定に基づき、当該学校におけるいじめの防止等に関す

る措置を実効的に行うため、当該学校の複数の教職員、心理、福祉等に関する

専門的な知識を有する者その他の関係者により構成されるいじめの防止等の対

策のための組織を設置します。   

 
※コミュニティスクール：これまで地域と学校が連携して築き上げてきた子どもを育てる取組を土台とし、新たに地域住民が

①学校運営参画、②学校支援、③学校評価を一体的・継続的に実践していく仕組み 
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（３） いじめの未然防止 

  ア 「主体的・対話的で深い学び」につながる授業改善    

・ 「子ども」、「教材（題材）」、「学習の過程」の３視点に基づく教材研究の充実 

・ 授業がもっと良くなる３観点「ねらい」、「めりはり」、「見とどけ」を大切にした

授業展開 

・ 学習環境を整える（出欠席確認、聞き合う態度の醸成、児童生徒のへの声

掛け、時間を大切にする意識、欠席者への配慮など） 

   ・ 全職員が「わかる授業づくり」に努め、具体的な授業を通して、教科指導、

学習規律、生徒指導等の観点から情報共有等を行い、児童生徒が学びの充

実感や達成感を大切にした授業づくり  

  イ 道徳教育、体験活動の充実 

   ・ 教育活動全体を通じて、豊かな人間性や社会性、自他の生命の尊重、自己

肯定感や他者への思いやりの心などの基盤となる道徳性を養う 

   ・ 生命や自然を大切にする心や他者を思いやる優しさ、社会性、規範意識を

育てるための、自然体験活動や集団宿泊体験など、様々な体験活動の実施 

  ウ 人権同和教育、福祉教育の充実 

   ・ いじめや差別についてのアンケート調査の実施 

   ・ 人権同和教育週間などを捉え、校長講話など、児童生徒の人権意識の高

揚に向けた取組の実施 

・ 長野県弁護士会が実施する「いじめ予防事業」の活用 

   ・ 市教育委員会が主催する人権啓発作品公募への作品の応募 

   ・ 福祉の心を育む福祉体験学習の実施 

  エ 情報モラル教育の実施 

   ・ 教育活動全体を通じて、インターネット上の情報を扱ったり、インターネット

上に情報を載せたりする場合などの、ルールやモラルの周知の徹底 

   ・ 市教育委員会及び「Saku Kids メディア Safety」が実施するメディア

に関するアンケートの結果の活用 

 



15 

 

  オ 職員研修の充実 

   ・ 教師自身が児童生徒と接する際に、人権感覚を大切にした対応、指導を行

うための研修の実施 

   ・ 様々な特性やルーツ、生育環境、性的指向、性自認等を持つ児童生徒がい

ることを理解し、それぞれに合った支援ができるよう、各学校に状況に応じた

研修の実施 

   ・ インターネットや SNS 等の利用におけるモラルに関する研修の実施 

   ・ 「傾聴」、「共感」、「受容」など、カウンセリングマインドを生かした教育相談

を進めるための研修の実施 

  カ 仲間とともに学べる力の育成 

   ・ 小グループ、ペア学習等の工夫と実践 

・ 心理教育の導入と実践（構成的グループエンカウンター、ソーシャルスキル

トレーニング、対人関係ゲーム等） 

・ 日々の生活や各種行事における集団活動の工夫と充実 

（４） いじめの早期発見 

ア 日常活動を通した取組 

   ・ 日常的に児童生徒の表情を観察し、必要に応じて声がけをしたりすること

ができるよう、子どもと向き合う時間の確保  

   ・ 日記や生活記録をもとに対話をするなど、児童生徒の気持ちの変化の把握 

   ・ 学年会や教科会での情報交換の実施    

   ・ 小中高連絡会等での連携をとおした切れ目のない支援の実施 

   ・ 子ども SOS 相談フォーム「タッチ（TOUCH）」をはじめとした、相談窓口の

明示や周知、相談箱の設置など、児童生徒が日頃の悩みや相談したいこと

を誰かに伝えられる工夫や取組の実施 

  イ いじめ早期発見アンケートの実施 

   ・ アンケートによる児童生徒の学校内外の生活や、心の変化の把握及び面談

の実施 
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   ・ 児童生徒一人ひとりの学校生活満足度や意欲、社会性についての現状把

握 

  ウ 相談体制の充実 

   ・ 児童生徒、保護者が気軽に相談できる相談窓口の工夫と、校外の相談窓

口の周知 

   ・ 市教育委員会指導主事や教育相談員、スクールカウンセラー、スクールソ

ーシャルワーカーらとの積極的な連携 

  エ SOS の出し方に関する教育の推進 

   ・ 市の健康づくり推進課と連携し、中学校における保健師による自殺予防ミ

ニ講話の実施    

   ・ 職員のゲートキーパー研修の実施 

（５） 適切な対応 

ア いじめ対応マニュアルの策定    

   ・ 具体的な対応手順をはじめとした教職員の共通理解の促進 

  イ いじめに対する措置 【別表２】 

   ・ 教職員や保護者などは、児童生徒から相談を受け、いじめの事実があると

思われるときは、児童生徒が在籍する学校への通報やその他の適切な措置

をとること 

・ 学校は、通報を受けたときや在籍する児童生徒がいじめを受けていると思

われるときは、速やかにいじめの事実の有無を確認し、その結果を市教育委

員会に報告すること 

・ いじめがあったことが確認された場合は、いじめをやめさせ、その再発防止

のため、いじめを受けた児童生徒・保護者への支援や、いじめを行った児童

生徒への指導又はその保護者への助言を継続的に実施すること 

・ 必要に応じ、いじめを行った児童生徒の別室指導・出席停止の措置を検討

し、いじめを受けた児童生徒が安心して教育を受けられるようにすること 

・ いじめの事案に係る情報を、いじめを受けた児童生徒の保護者やいじめを

行った児童生徒の保護者と共有するための連絡を取り合い、会合を持つこと 
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・ いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときは、直ち

に市・県教育委員会に報告し、市教育委員会・所轄の警察署と連携した対処

を行うこと 

・ 児童生徒の生命、身体又は財産に重大な損害が生じるおそれがあるとき

は、市・県教委教育委員会・所轄の警察署に通報し、適切な援助を求めるこ

と 

  【参考】 いじめへの対応のポイント 

☆いじめを受けた児童生徒には☆ 

いじめを受けた児童生徒への対応は、言い聞かせることではない。まず、何

より本人の訴えを、本気になって傾聴することである。  

□受容→つらさや悔しさを十分に受け止める。（傾聴の姿勢） 

   □安心→具体的な支援内容を示す。（教師は絶対的な味方） 

   □自信→良い点を認め励まし、自信を与える。 

   □回復→人間関係の確立を目指す。（交友関係の醸成） 

   □成長→自己理解を深め、成長を促す。（自立の支援） 

    ☆いじめを行った児童生徒には☆ 

その場の指導に終わることなく、いじめがなくなるまで、注意深く継続して指

導していく必要がある。  

□確認→いじめの事実関係、背景、理由等を確認する。 

（はっきり確認がとれるまでは、頭ごなしに決めつけない） 

   □傾聴→不満・不安等の訴えを十分に聞く。（受容的態度） 

   □内省→いじめを受けた児童生徒のつらさに気づかせる。自分の良さや弱さに

向き合う時間もつくるようにする。 

（いじめは絶対にいけないことの指導） 

   □処遇→課題解決のための援助を行う。（いじめのエネルギーの善用を図る） 

   □回復→役割体験等を通じて所属感を高める。（成長への信頼）   

☆いじめを受けた児童生徒の保護者には☆ 

教師と保護者の、いじめに対する基本的認識のズレが生じないよう連携を

図る。  
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□いじめの事実を正確に伝える。 

   □学校はいじめを受けた児童生徒を守りぬくという姿勢を示す。 

□信頼関係を構築する。→傾聴の姿勢を大切にし、保護者の思いをくみ取り共

感する。 

□具体的な取組をきちんと伝えて、理解を得る。→被害者の保護、加害者の指

導、学級内の人間関係の改善、加害者の保護者への協力依頼  

   ☆いじめを行った児童生徒の保護者には☆ 

いじめの事実を正確に伝え、具体的な対処法や今後の生活について指導・

助言し、保護者の協力を得る。 

 □事実をきちんと伝える。 

 □保護者の心情を理解する。（怒り・情けなさ・自責の念・今後への不安など） 

   □子どもの立ち直りを目指し、具体的な助言を与え、協力を依頼する。 

☆学級には☆ 

教師は、学級において「いじめを許さない」という毅然とした姿勢を示す。 

    □具体的事実に基づいて話し合う。（当事者の了解・配慮） 

□被害児童生徒の心情に寄り添うと共に、加害児童生徒も学級集団に取り込む

ようにする。 

□いじめの行為がなくなるだけでなく、傍観したり無関心であったりする意識を

転換し、思いやりを基盤とする学級づくりをめざす。 

□意図的・継続的に学級に働きかけ、指導していく。 

□連帯感の育成、人間関係づくりを重視する。（自己存在感）  

☆関係機関との連携☆ 

いじめを発見したら、教師一人で抱えることなく、校内での報告・連絡・相談

はもちろん、各関係機関との連携を図る。 

   □校内いじめ防止対策委員会を中心に、教育委員会など関係機関の指導を受

ける。 

   □学校・家庭・関係機関（相談機関・警察等）との連携を日頃から図っておき、学

校内外の相談窓口の周知を図る。いじめ問題への対応及び緊急体制につい

て、全教職員で確認をしておく。 
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（６） 家庭、地域との連携 

ア 広報・啓発活動   

   ・ PTA 等とも連携し、いじめ防止や人権、情報モラルに関する保護者研修会

の実施 

   ・ 学校いじめ防止基本方針をホームページで公表し、対応方針、連携の共通

理解 

   ・ コミュニティスクール等の仕組みを活用し、地域の人材に学校運営に参画

していただくとともに、地域の行事などを通して、児童生徒も地域と関わるこ

とにより、地域全体で子ども達を見守る体制づくりの推進 

（７） 関係機関・団体との連携 

ア 日常活動における連携    

   ・ 必要に応じた市・県教育委員会、医療機関、児童相談所、警察、心理、福祉

等に関する専門家等と情報交換・提供 

（８） 学校評価への位置付け 

学校いじめ防止基本方針を、それぞれの学校のホームページに掲載し、周知

します。また、各学校の実情に即して適切に機能しているかの点検を行い、必要

に応じて見直しを図ります。 

さらに、学校いじめ防止基本方針において、いじめ防止等のための取組に係

る達成目標を設定し、取組の実施状況を学校評価の評価項目に位置付けます。

その際、いじめの有無や認知件数の多寡のみを評価することなく、目標に対する

具体的な取組状況や達成状況を評価して改善に取り組みます。   
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４ 重大事態への対応  【別表４】 

  次に規定する重大事態が発生した場合は、いじめられた児童生徒を徹底的に

守るとともに、市基本方針及び国の「いじめの重大事態の調査に関するガイドラ

イン」（平成２９年３月文部科学省）・「不登校重大事態に係る調査の指針」（平成

２８年３月文部科学省）に基づき、適切かつ真摯に対応します。 

   

 

    

 （１） 学校の対応 

ア いじめられた児童生徒の安心・安全の確保 

イ 重大な事態が発生した旨を市教育委員会・県教育委員会に速やかに報告 

ウ 市教育委員会と協議の上、当該事案に対処する組織を設置 

エ 上記組織を中心として、事実関係を明確にするための調査を実施 

オ 上記結果については、いじめを受けた児童生徒・保護者に対し、事実関係そ

の他の必要な情報を適切に提供 

カ 必要に応じて関係機関等への支援の要請 

 

 

法第２８条第１項に規定される重大事態 

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な

被害が生じた疑いがあると認めるとき。 

 ○児童等が自殺を企図した場合    ○身体に重大な傷害を負った場合 

 ○金品等に重大な被害を被った場合 ○精神性の疾患を発症した場合 

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席するこ

とを余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

 ○年間 30 日を目安とする。ただし、一定期間連続して欠席しているような

場合などは迅速に報告、調査する。 
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（2） 市教育委員会又は学校の対応 

ア 重大事態発生時の報告・協議 

   ・ 学校からの報告を受けた市教育委員会は、速やかに市長に報告 

イ 調査主体の判断 

   ・ 学校主体の調査でよいか、市が主体の調査にするかを判断 

ウ 調査組織 

   ・ 学校が調査主体となる場合は、校内における「いじめの防止等の対策のた

めの組織」を母体として、事態の性質に応じて専門家等を加えて組織 

   ・ 当該いじめ事案と特別の利害関係を有しない者の参加により、公平性・中

立性・客観性を確保 

   ・ 市教育委員会が主体となる場合は、「佐久市いじめ問題調査対策委員会」

が調査組織となる 

エ 調査の実施 

   ・ 調査の目的は、当該事態への対処と同種の事態の発生の防止 

   ・ 調査主体（市教育委員会又は学校）は、調査組織による調査に全面的に協

力する 

   ・ 当該重大事態に至る要因について、因果関係の特定を急がず、アンケート

調査、児童生徒や関係者への聞取り等を行い、客観的な事実関係を速やか

に、かつ網羅的に明確にする 

    ➡いじめ行為が、「いつ、だれから、どのように行われたのか」、「いじめを生

んだ背景事情や児童生徒の人間関係にどのような問題があったか」、「学校

や教職員はどのように対応してきたのか」客観的な事実関係を調査 

   ・ 万が一、児童生徒の自殺という事態が起こった場合には、ご遺族の気持ち

に十分配慮しながら、自殺に至った背景を調査する。その際には、「国の基本

方針」の「自殺の背景調査における留意事項」、「子どもの自殺が起きたとき

の調査の指針（改訂版）（平成２７年７月文部科学省）等を参考とする 
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オ 調査結果の提供及び報告 

   ・ 市教育委員会又は学校は、いじめを受けた児童生徒及び保護者に対して、

調査により明らかになった事実関係を適時かつ適切な方法で報告、説明す

る。そのため、いじめを受けた児童生徒及び保護者と定期的に連絡を取り合

い、調査の経過や見通しを知らせておくことが必要 

   ・ 情報の提供や調査結果の報告に当たっては、他の児童生徒のプライバシ

ー保護に配慮するなど、関係者の個人情報に十分配慮し、適切に提供するこ

と。ただし、個人情報の保護を理由に説明を怠るようなことが無いよう留意

する 

・ 調査組織は、調査結果を速やかに、市教育委員会又は学校に報告するとと

もに、学校は市教育委員会へ、市教育委員会は市長に速やかに報告する。

その際に、いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望し、所見をまとめ

た文書を提出した場合には、調査結果の報告に添える 

カ 調査結果を踏まえた措置 

   ・ 市教育委員会は、調査結果に基づき、市教育委員会、学校のいじめ対応等

について再発防止に向けた検討を行う 

   ・ 市教育委員会は、専門家の派遣による重点的な学校支援、教職員の配置、

スクールカウンセラーの派遣など、県教育委員会とも協議し、積極的に学校

を支援する 

（３） 市長による対応 

ア 再調査 

 ・ 市長は、市教育委員会から調査結果の報告を受け、当該報告に係る重大事

態への対処又は当該重大事態と同種の事態の防止のため、必要があると認

めるときは「佐久市いじめ問題再調査委員会」を設置し再調査を行う 

・ 市は、いじめを受けた児童生徒及び保護者に対して、適時かつ適切な方法

で、調査の進捗状況及び調査結果を報告する必要がある 
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イ 再調査の結果を踏まえた措置 

   ・ 再調査を行った場合には、市長は、再調査の結果を議会に報告する 

   ・ 市長及び市教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任

において当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事

態の発生の防止のために必要な措置を講ずるものとする 
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【別表 1】 
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【別表２】 
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【別表３】 
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【別表４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 佐 い 協 第 １ 号 

令和６年３月  日 

 

佐久市教育委員会 

 

 

佐久市いじめ問題対策連絡協議会 

会長  藤森 裕治  

 

令和５（２０２３）年度いじめの防止等のための 

対策の推進について（答申案） 

 

 

 令和５年１０月１７日付け５佐教学第６２３号で諮問のありました佐久市の

いじめ防止等のための対策の推進について、本年度は、「佐久市いじめ防止等の

ための基本的な方針」の改定案にかかる協議を慎重に重ねた結果、別紙のとおり

まとめましたので答申します。 

 なお、各委員からは専門的な知見に基づき、多くの意見が出されましたので、

今後のいじめ防止等のための対策に生かすとともに、いじめを絶対許さないと

いう強い意志の下、更なる取組を推進されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 ３ 



 
 

 

 

  

 

 

令和５（２０２３）年度 佐久市 

いじめ防止等のための対策の推進に関する答申書

（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年３月 

佐久市いじめ問題対策連絡協議会 

 



 
 

１ 経緯 

  佐久市教育委員会では、令和５年４月に佐久市いじめから子どもを守る条

例が施行されたことを受け、今まで、いじめ対策の推進に関する協議を、不登

校対策も協議する不登校等対策連絡協議会で行っていたものを、目的ごとに

分けて協議会を設置することとし、令和５年１０月に佐久市いじめ問題対策

連絡協議会（以下「協議会」という。）を設置した。 

この設置に合わせ開催した第１回協議会において、佐久市教育委員会から協

議会に対して、いじめ防止等のための対策の推進に関する諮問があった。 

  本答申書は、当該諮問に対する協議会の協議結果について報告するととも

に、教育委員会に対して、いじめ防止に向けた取組の一層の推進を求めるもの

である。 

 

２ 協議事項 

  「佐久市いじめ防止等のための基本的な方針（改定案）」について 

 

３ 協議経過 

開催日 協議内容等 

令和５年１０月１７日 ・委嘱書の交付 

・市教育委員会からの諮問 

・佐久市のいじめの状況 

・本年度の協議内容の確認 

    １２月１８日 ・「佐久市いじめ防止等のための基本的な方針（改

定案）」に対する協議 

令和６年 ３月１４日 ・「佐久市いじめ防止等のための基本的な方針（改

定案）」に対する協議結果のまとめ 

・答申内容の確認 

 

４ 協議方法 

  今回改定する「佐久市いじめ防止等のための基本的な方針」は、国及び県の

いじめ防止等のための基本的な方針を踏まえて策定する必要があることから、

国、県において大きな方向性が出ている部分については、協議を行わず、佐久

市としての目指す方向及び基本的な考え方の部分についてご意見をいただき

協議することとした。 

 

 

 



 
 

（１）実際の協議箇所  

佐久市いじめ防止等のための基本的な方針（改定案） 

Ⅰ いじめの防止等のための対策の基本的な方向 のうち  

２ いじめ防止等の目指す方向 ・・・ ５ページ 

３ いじめ防止等に対する考え方 ・・・ ５～７ページ 

Ⅱ いじめの防止等のための対策 ・・・ ８ページ以降 

   

 ５ 協議結果 

   各協議個所に対する意見や提案は、別紙「『佐久市いじめ防止等のための

基本的な方針（改定案）』に対する意見報告書」に協議会意見として記すと

ともに、それに対する市教育委員会から説明のあった対応方針をまとめた。 

   各委員からは専門的な知見に基づき、多くの意見が出されたことから、引

き続き、今後のいじめ防止等のための対策に生かすとともに、いじめを絶対

許さないという強い意志の下、更なる取組を推進されたい。 

    

 


